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１ 募集するサービス 

(1) 第８期鹿児島市高齢者保健福祉・介護保険事業計画における介護保険施設等整備数 

・整備数に定めのあるサービスについては、審査基準に最低得点率（配点の７５％）を設定

し、同得点率に満たない計画は募集床数に関わらず選定しません。 

・圏域の指定はありません。 

・いずれのサービスも、新築、既存建物改修等の別は問いません。 

・各サービスの併設計画も応募可能です。 

 

(2) 療養病床の転換によるグループホーム等の整備 

医療・介護サービスの総量に変化がないため、８期計画の「枠外」での取扱いとなりま

すが、整備に当たっては、事前協議が必要です。  

施 設 等 の 種 別 
第８期 

計画数 

整備状況 募 集 

３年度 ４年度 ５年度 

施
設
サ
ー
ビ
ス 

 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

 

２１０床 １００床 １１０床 募集なし 

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

 

特定施設入居者生活介護 

（介護付有料老人ホーム等） 

 

８６床 ４０床 ０床 ４６床 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

 

１２６床 ５４床 ３６床 ３６床 

認知症対応型通所介護 定めなし － － 募集あり 

小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 
定めなし １事業所 １事業所 募集あり 

定期巡回・随時対応型訪問介護

看護 
定めなし － ２事業所 募集あり 
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２ 応募事業者の要件 

下記の条件を全て満たしている法人であることを応募の要件とします。 

(1) 平成２５年度以降、現在まで老人福祉施設、介護保険施設又は介護保険事業所若しくは

法人の運営等に関する改善勧告（行政指導）や改善命令（行政処分）等を受けていないこ

と。 

(2) 次に掲げるいずれにも該当しない者であること。 

ア 鹿児島市暴力団排除条例（平成２６年鹿児島市条例第４号）第２条第１号に規定する

暴力団及び同条第２号に規定する暴力団員 

イ 役員等が暴力団員であるなど、暴力団又は暴力団員が、その経営を実質的に支配して

いる法人 

ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している法人 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、物品その他の財産上の利益を不当に

提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の運営に協力し、又は関与

している法人 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している法人 

カ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら不当な行為をするためにこれ

らを利用している法人 

キ 前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら当該法人等と取引をして

いる法人 

(3) 納期の到来している国税、鹿児島県税、鹿児島市税、社会保険料及び鹿児島市補助金等

交付規則に基づく返還金を完納していること。 

(4) 令和７年３月末までに整備工事完了が見込まれること。 

(5) 居宅サービスへの応募にあっては、介護保険法第７０条第２項各号に該当しないこと。 

(6) 地域密着型サービスへの応募にあっては、介護保険法第７８条の２第４項各号及び同条

第６項各号、第１１５条の１２第２項各号及び同条第４項各号に該当しないこと。 

(7) 人員基準上、代表者、管理者就任予定者等の研修の修了が必要である場合は、当該研修

を修了していること。修了していない場合は、介護保険法上の事業所指定の申請時までに

研修を修了することが確実であること。 
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３ 提出期限 

(1) 一次募集（すべての募集区分） 

令和５年 ７月 ７日（金）１７：１５必着（期限厳守） 

※整備数を定めている特定施設入居者生活介護及び認知症対応型共同生活介護に、二次募

集はありません。一次募集期限までに提出してください。 

(2) 二次募集 

令和５年１１月１７日（金）１７：１５必着（期限厳守） 

※整備数の定めのない地域密着型サービスであって、建設費補助金（ハード補助）及び開

設準備経費補助金（ソフト補助）のいずれも活用しないものに限ります。 

 

４ 提出先 

鹿児島市 健康福祉局 すこやか長寿部 

長寿あんしん課 長寿施設係 （鹿児島市山下町１１番１号 本館１階） 

電話予約の上、当課に持参してください。 

※郵送、ＦＡＸ、メール等による提出は不可。 

 

５ 選定（仮指定）までのスケジュール 

(1) 一次募集 

期 日 手続等 備 考 

５年 ６月 ９日（金） 土地利用調整課への事前相談期限  

 ６月２３日（金） 長寿あんしん課との事前協議期限  

 ７月 ７日（金） 協議書提出期限  

 ７月下旬 現地確認 予定地及び周辺環境の確認 

 ８月上旬 事前審査 法人代表者等へのヒアリング 

 １０月上旬 施設整備審査会  

 １０月中旬 地域密着型サービス運営委員会 地域密着型サービスのみ 

 １０月下旬 選定結果の通知（仮指定） 審査結果は市ＨＰにて公表 

(2) 二次募集 

期 日 手続等 備 考 

５年１０月２０日（金） 土地利用調整課への事前相談期限  

  １１月 ２日（木） 長寿あんしん課との事前協議期限  

  １１月１７日（金） 協議書提出期限  

  １２月 現地確認 予定地及び周辺環境の確認 

 事前審査 法人代表者等へのヒアリング 

６年 ２月 地域密着型サービス運営委員会  

   ３月 選定結果の通知（仮指定） 審査結果は市ＨＰにて公表 

※上記スケジュールは、現時点での予定ですので、変更する場合があります。 
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６ 応募に当たっての留意点 

(1) 事前協議について 

応募を予定している事業者は、令和５年６月２３日（金）まで（二次募集については令

和５年１１月２日（木）まで）に、長寿あんしん課と事前協議を行ってください。 

(2) 整備予定地について 

ア 応募の段階では、整備予定地について購入等により、あらかじめ確保しておく必要は

ありませんが、用地確保が確実に見込めることが必要です。（売買確約書等により、整

備予定地が確保されているかどうかを確認します。） 

イ 整備用地を借地又は地上権の設定により確保する場合は、借地権又は地上権を設定す

ることが必要ですが、応募の段階では地主の同意書等の添付で結構です。 

ウ 整備用地は、確実に施設整備が可能であることが必要です。市街化調整区域など土地

利用や建築行為が規制される地区における計画については、事前に関係所管課と調整を

行った上で応募してください。 

エ 募集対象施設は災害時要援護者関連施設に該当するため、土砂災害や浸水被害の対策

に留意した上で計画してください。 

(3) 作成書類等について 

ア 所定様式が定められているもの以外は、原則としてＡ４版で提出してください。ただ

し、図面はＡ３版とし、Ａ４サイズに折り込んでください。 

イ 図面は正確な尺度で作成し、ベッド、トイレ、洗面所等の配置も分かるように作成し

てください。また、敷地面積、延床面積、建ぺい率、容積率、用途区分が分かるように

作成してください。なお、各居室等の面積は、壁芯と内法の両方を併記してください。 

ウ 協議書提出後の事業者側の都合による提出書類の差し替え、追加提出は、長寿あんし

ん課からの指示のあるものを除き、原則、認められません。選定後に大きな変更がある

場合、失格となることがあります。 

エ 交通機関等からの距離（資料３（様式編）８ページ・１７ページ）は、地図ソフト等

を使用し正確に計測してください。また、避難所は鹿児島市指定避難所一覧（資料２（

参考資料編）４３ページ）に記載されている避難所を記載してください。 

オ 資金計画は、資金計画書や償還計画書等と数字の不整合がないように作成してくださ

い。 

カ 提出書類の作成に要する経費は応募者の負担とし、提出された書類は返却しません。

また、提出された書類は鹿児島市情報公開条例に基づく開示の対象となる場合がありま

すので、ご留意ください。 

キ 下記に該当することが確認された場合、提出書類は受理しないことがあります。 

(ｱ) 長寿あんしん課との事前協議を行っていない場合 

(ｲ) 提出書類の内容等に不備がある場合 

(ｳ) 地域住民への説明会等を行ったと認められない場合 

(ｴ) 建設用地について、建築基準法による接道要件の確認など、法令等による制限につ

いて関係所管課と協議を行っていない場合 

※関係所管課への事前協議が整っていない場合（所管課からの回答待ちの場合など）

でも協議書は受け付けますが、提出期限後１か月以内に整える必要があります。 
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(ｵ) その他協議書の受理を行うことが適当でないと市長が認める場合 

(4) 最低得点率について 

整備数に定めのあるサービスについては、審査基準に最低得点率（配点の７５％）を設

定し、同得点率に満たない計画は募集床数に関わらず選定しません。 

(5) 失格について（選定後に判明した場合含む。） 

下記の行為を行った場合、審査を行うことなく応募事業者を失格とします。また、審査

結果通知後に下記の行為を行ったことが判明した場合は、選定された場合であっても、審

査結果を取り消し、応募事業者を失格とします。 

ア 選定及び審査に関する不当な要求等を申し入れた場合 

イ 協議書の内容に、重大な不備や虚偽の記載があると認められた場合 

ウ 「６ 応募に当たっての留意点＞(3) 作成書類等について＞キ＞(ｴ)」 に該当するこ

とが判明した場合 

エ 「２ 応募事業者の要件＞(2)」 に該当することが判明した場合 

オ 市民の疑惑や不信を招くような行為をしたと市長が認める場合 

(6) 辞退について 

選定後の辞退は、本市の事業計画に重大な支障を来すことになるため、やむを得ない事

情がある場合を除き、原則、認められません。確実に事業を実施できる見込みをもって応

募してください。 

(7) その他 

ア 事前協議は、必ず日時をご連絡の上、来庁ください。 

イ 提出期限後の受付は行いませんので、日程に余裕を持って準備をお願いします。また、

提出書類の内容を確認しますので、ご連絡の上、直接ご持参ください。 

ウ 既存施設の転換や改修等による計画の場合、当該施設に各種補助金が活用されていな

いか確認をしてください。活用されている場合、財産処分手続や補助金の返還が必要に

なる場合がありますので、補助事業者に確認をしてください。 

エ 整備数に定めのあるサービスについては、審査の結果、床数を調整する場合がありま

す。 

オ 事業者選定の結果については、本市ホームページにおいて公表します。 

カ 協議書提出後は、原則として計画内容を変更することはできません。やむを得ず軽微

な変更が生じる場合は、必ず事前に本市の承認を受けてください。なお、重要事項（整

備場所、施設種別、定員、階数、資金計画等）を本市の承認なく変更した場合、失格と

なる場合があります。 
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７ 施設整備の補助金一覧表 【参考 令和４年度】 

 

 
施設等の種別 施設整備分 施設開設準備経費分 備考 

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

特定施設入居者生活介護 

（介護付有料老人ホーム等） 
― 

県） 

   839 千円以内／定員 
 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

県） 

33,600 千円以内／施設 

県） 

   839 千円以内／定員 

 

 

認知症対応型通所介護 
県） 

11,900 千円以内／施設 
― 

 

 

小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

県） 

33,600 千円以内／施設 

県） 

   839 千円以内／定員 

定員は 

宿泊定員 

定期巡回・随時対応型訪問介

護看護 

県） 

 5,940 千円以内／施設 

県） 

14,000 千円以内／施設 

 

 

（空き家を活用した整備） 

※定期巡回・随時対応型訪問

介護看護を除く。 

県） 

 8,910 千円以内／施設 
― 

 

 

 

 ・令和５年度の補助金は、その有無も含め今後詳細が決定されます。 

 ・補助金の対象事業所となるか否かについては、事業所の指定とは別に審査を行います。ま

た、予算の制約により、協議どおり交付できない場合や交付されない場合があります。 

 ・補助事業として施設整備を行う場合は、鹿児島市社会福祉施設建設費等補助金交付要綱に

より「補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど本市が

行う契約手続の取扱いに準拠して行うこと」が、補助金の交付条件です。 

  （５千万円以上の工事は一般競争入札、３億円以上の工事はＪＶで契約する必要あり。） 

  この場合、市の補助金交付決定の前に入札や契約手続を行うことは認められないほか、指

名競争入札を行う場合に選定する業者は、市の建設工事等競争入札参加有資格者でなけれ

ばなりません。 

 ・事業完了後に実績報告、補助確定及び交付請求の事務手続が必要になることから、補助金

の交付までには一定の期間を要します。（補助金の交付は、施工業者への工事費の支払後

となります。） 

 ・補助金を活用して整備を行う場合、整備後に事業を廃止した際等には補助金の返還が発生

することがあります。 
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８　審査基準

　【居宅サービス】

　　〇　特定施設入居者生活介護（介護付有料老人ホーム等）

配点

大項目 中項目 小項目 195

40

確実に事業継続できる土地を確保しているか。 5

十分な用地面積が確保されているか。 5

敷地に面する道路が狭くないか。 5

かごしまコンパクトなまちづくりプランにおける居住誘導区域内であるか。 5

土地区画整理計画区域内や土砂災害警戒区域内でないか。 5

適正配置等 高齢者数に対して、特定施設入居者生活介護の床数が少ない圏域であるか。 5

公共交通機関の利便性が高いか。 5

協力医療機関までの距離が近いか。 5

40

採光や風の取り入れなど環境調整ができる居室の造りであるか。 5

居室は十分な広さが確保されているか。 5

共同生活室・
食堂・機能訓
練室等

共同生活室、食堂及び機能訓練室の配置が適切で十分な広さが確保されてい
るか。

5

洗面・トイレ
・浴室

浴室は個浴を前提とした広さ、配置となっており、プライバシーが保たれて
いるか。

5

バリアフリー バリアフリーに配慮しているか。 5

感染症対策 ゾーニング可能な設計となっているか。 5

生活環境や安全確保等に配慮した施設・設備となっているか。 5

停電・断水時にも施設機能を維持できるか。 5

２　施設・設備

審査項目

土地

都市計画等

交通機関等
からの距離

１　地理的条件等

居室

災害対策
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配点

大項目 中項目 小項目 195

審査項目

105

資金計画 総事業費に占める自己資金の比率はどうか。 10

運営の安定性
応募者のこれまでの経営状況はどうか。
開設後の施設運営が償還等を含めて適切に計画できているか。

10

開設に向けた具体的な職員確保の取組があるか。 3

介護職の魅力向上を積極的に行っているか。（インターンシップ、職場体験
学習の受入れ等）

2

特定処遇改善加算を含む処遇改善加算を算定しているか。 3

介護職員の定着状況（前年度における採用人数及び経験年数に応じた退職人
数）

3

具体的な定着対策があるか。（就業規則、給与規程、人材育成、研修内容） 3

身体的負担軽減のための介護ロボットの導入実績又は計画があるか。 3

事務負担軽減のためのＩＣＴの導入実績又は計画があるか。 3

第７期計画期間（平成30年度～令和２年度）以降、虐待の認定がないか。 5

実地指導等に
おける指摘

過去５年間の法人及び介護サービス事業所等としての運営指導等における指
摘事項の改善状況はどうか。

10

応募の目的、
運営理念

応募の目的、運営理念が適切であるか。 10

これまでの
運営実績

応募時、介護サービス事業を運営しているか。 5

利用料金 低所得者の入居に配慮しているか。 5

安全体制
利用者の事故や病状悪化の際に、医療機関との連携が適切に対応できる体制
になっているか。また、事故発生時等の対応マニュアルを作成しているか。

5

身体的拘束等の適正化などに取り組んでいるか。 10

感染症対策に取り組んでいるか。（研修体制や事業継続計画の策定状況） 5

災害対策に取り組んでいるか。（避難訓練時の地域住民との連携体制や事業
継続計画の策定状況）

5

ハラスメント対策に取り組んでいるか。 5

10

地域交流 家族や地域住民との具体的な交流計画があるか。 5

他サービス等
との連携

特定施設入居者生活介護以外の在宅の介護サービスを同じ日常生活圏域で展
開しているか。または予定されているか。

5

４　地域包括ケアシステムの構築等

介護人材の確
保及び育成

サービスの
質の向上

３　運営内容
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　【地域密着型サービス】

　　〇　認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

配点

大項目 中項目 小項目 220

50

確実に事業継続できる土地を確保しているか。 5

十分な用地面積が確保されているか。 5

敷地に面する道路が狭くないか。 5

かごしまコンパクトなまちづくりプランにおける居住誘導区域内であるか。 5

土地区画整理計画区域内や土砂災害警戒区域内でないか。 10

適正配置等 高齢者数に対して、グループホームの床数が少ない圏域であるか。 10

公共交通機関の利便性が高いか。 5

協力医療機関までの距離が近いか。 5

45

採光や風の取り入れなど環境調整ができるユニット又は居室の造りである
か。

5

居室は十分な広さが確保されているか。 5

共同生活室・
食堂・機能訓
練室等

共同生活室及び食堂の配置が適切で十分な広さが確保されているか。 5

洗面設備やトイレが各部屋にあるか。 5

浴室は個浴を前提とした広さ、配置となっており、プライバシーが保たれて
いるか。

5

バリアフリー バリアフリーに配慮しているか。 5

感染症対策 ゾーニング可能な設計となっているか。 5

生活環境や安全確保等に配慮した施設・設備となっているか。 5

停電・断水時にも施設機能を維持できるか。 5

都市計画等

居室

２　施設・設備

洗面・トイレ
・浴室

災害対策

１　地理的条件等

審査項目

土地

交通機関等
からの距離
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配点

大項目 中項目 小項目 220

審査項目

105

資金計画 総事業費に占める自己資金の比率はどうか。 10

運営の安定性
応募者のこれまでの経営状況はどうか。
開設後の施設運営が償還等を含めて適切に計画できているか。

10

開設に向けた具体的な職員確保の取組があるか。 3

介護職の魅力向上を積極的に行っているか。（インターンシップ、職場体験
学習の受入れ等）

2

特定処遇改善加算を含む処遇改善加算を算定しているか。 3

介護職員の定着状況（前年度における採用人数及び経験年数に応じた退職人
数）

3

具体的な定着対策があるか。（就業規則、給与規程、人材育成、研修内容） 3

身体的負担軽減のための介護ロボットの導入実績又は計画があるか。 3

事務負担軽減のためのＩＣＴの導入実績又は計画があるか。 3

第７期計画期間（平成30年度～令和２年度）以降、虐待の認定がないか。 5

実地指導等に
おける指摘

過去５年間の法人及び介護サービス事業所等としての運営指導等における指
摘事項の改善状況はどうか。

10

応募の目的、
運営理念

応募の目的、運営理念が適切であるか。 10

これまでの
運営実績

応募時、介護サービス事業を運営しているか。 5

利用料金 低所得者の入居に配慮しているか。 5

安全体制
利用者の事故や病状悪化の際に、医療機関との連携が適切に対応できる体制
になっているか。また、事故発生時等の対応マニュアルを作成しているか。

5

身体的拘束等の適正化などに取り組んでいるか。 10

感染症対策に取り組んでいるか。（研修体制や事業継続計画の策定状況） 5

災害対策に取り組んでいるか。（避難訓練時の地域住民との連携体制や事業
継続計画の策定状況）

5

ハラスメント対策に取り組んでいるか。 5

20

パブリックスペース（地域住民等との交流スペース）が設置されているか。 5

地域住民を対象とした介護相談を実施するか。 5

地域住民を対象とした認知症ケアや介護予防などの啓発活動を行うか。 5

他サービス等
との連携

同じ日常生活圏域の介護サービス事業所等との連携が図られているか。 5

地域交流

介護人材の確
保及び育成

サービスの
質の向上

４　地域包括ケアシステムの構築等

３　運営内容
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　　○　認知症対応型通所介護

　　○　小規模多機能型居宅介護

　　○　看護小規模多機能型居宅介護

審査項目

１　地理的条件等

審査基準

確実に事業継続できる土地を確保しているか。

十分な用地面積が確保されているか。

敷地に面する道路が狭くないか。

かごしまコンパクトなまちづくりプランにおける居住誘導区域内であるか。

土地区画整理計画区域内や土砂災害警戒区域内でないか。

圏域内での事業所の位置関係は適当か。

公共交通機関の利便性が高いか。

協力医療機関までの距離が近いか。

施設・居住系サービスの少ない圏域内か。

低所得者の利用に配慮しているか。

設備面で配慮していることは何か。（浴室、トイレ、寝室、その他）

３　運営内容

総事業費に占める自己資金の比率はどうか。

応募者のこれまでの経営状況はどうか。
開設後の施設運営が償還等を含めて適切に計画できているか。

介護人材の確保及び育成に対する考え方は適当か。

法人、法人代表者、管理者に認知症高齢者介護の実績・経験があるか。

事業に対する理念、施設運営方針、計画の具体性等に対する考え方は適当か。

安全体制に関する取組に対する考え方は適当か。

地域との交流への取組に対する考え方は適当か。

サービスの質の向上に対する考え方は適当か。

２　建物・設備

防災に対する取組は適切か。（スプリンクラー等の消防用設備、耐震性）

バリアフリーに配慮した建物か。（手すり、段差解消、滑り止め等）

日照及び採光等の配慮はあるか。（方位、窓の位置、空調等）

一人当たりの面積は適当か。
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　　○　定期巡回・随時対応型訪問介護看護

審査項目 審査基準

１　地理的条件等

サービス提供地域内での事業所の位置関係は適当か。
（サービス提供地域へ概ね３０分以内に訪問できる立地であるか。）

連携する事業所の位置関係は適当か。

２　建物・設備

事業所の確保（所有又は賃貸）が確実に見込まれるか。

事業に必要な機器等を確保できるか。

オペレーションセンターが設置されているか、又はオペレーターが機器を携帯できる
体制が整備されているか。

利用者が使い易く、効果的な通信手段となっているか。

機器には十分な機能が備わっているか。

３　運営内容

法人の事業実績、経営状況は適当か。

介護人材の確保及び育成に対する考え方は適当か。

法人、法人代表者、管理者に福祉保健の分野における知識・経験があるか。
また、医療との連携、調整について十分な能力のある者か。

事業に対する理念、運営方針、計画の具体性等に対する考え方は適当か。
一体型、連携型の運営方針が明確であるか。
長期間、安定した運営が継続できる計画であるか。

オペレーター、訪問介護員、看護師等の資格及び員数は適当か。

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が密接に連携できる体制であるか。

地域医療との連携は適当か。

利用者・家族等からの通報等に随時対応できる体制であるか。

サービスの質の向上に対する考え方は適当か。
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【お問い合わせ】 

鹿児島市 健康福祉局 すこやか長寿部 

長寿あんしん課 長寿施設係 

〒８９２－８６７７ 鹿児島市山下町１１番１号 

電話  ０９９－２１６－１１４７ 

ＦＡＸ ０９９－２２４－１５３９ 

メールアドレス choujuanshin-shi@city.kagoshima.lg.jp 

 

担当 

 １ 特定施設入居者生活介護       （吉松・松崎） 

 ２ 認知症対応型共同生活介護      （藏丸・小川） 

 ３ 認知症対応型通所介護        （藏丸・小川） 

 ４ 小規模多機能型居宅介護       （新田・小川） 

 ５ 看護小規模多機能型居宅介護     （新田・小川） 

 ６ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護  （藏丸・新田） 
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